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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期
決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高（千円） 1,643,0551,093,2701,185,4641,633,7352,113,371

経常利益（千円） 108,832 14,360 22,022 135,099 196,711

当期純利益（千円） 65,835 13,342 8,862 56,192 67,068

持分法を適用した場合の投資

利益（千円）
－ － － － －

資本金（千円） 64,491 64,491 64,491 64,491 64,491

発行済株式総数（株） 1,289,8201,289,8201,289,8201,289,8201,289,820

純資産額（千円） 694,932 708,274 704,238 747,532 801,702

総資産額（千円） 1,244,388938,9761,525,7201,513,6471,433,273

１株当たり純資産額（円） 538.78 549.13 546.00 579.56 621.56

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当

額）（円）

－

(－)

10.00

(－)

10.00

(－)

10.00

(－)

10.00

(－)

１株当たり当期純利益金額

（円）
51.04 10.34 6.87 43.57 52.00

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 55.85 75.43 46.16 49.38 55.94

自己資本利益率（％） 9.47 1.88 1.26 7.51 8.37

株価収益率（倍） － － － － －

配当性向（％） － 96.6 145.6 22.9 19.2

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
220,054 △25,976 93,308 △116,093 271,904

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△52,698 △4,865 △173,138 96,685 19,115

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
－ △10,000 202,053 △59,940 △59,935

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
341,302 300,461 400,165 315,985 534,712

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）

（人）

35

(2)

33

(1)

34

(1)

36

(1)

38

(1)

　（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高には消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【沿革】

昭和24年８月 株式会社保田商店として大阪市東住吉区において電気機械器具の製作、修理、販売業務を開始。

昭和36年８月 商号を富士ホーニング工業株式会社に変更、本店を大阪市東区に移転。

昭和37年９月 本店を大阪市西区に移転。

昭和38年３月 （旧）富士ホーニング工業株式会社を吸収合併し、ホーニング盤の製造・販売を継承。

昭和38年５月 大阪証券取引市場及び東京証券取引市場第二部に上場。

昭和38年12月大阪地方裁判所に対し、会社更生手続開始を申立。

昭和39年４月 会社更生手続開始決定。

昭和43年７月 大阪地方裁判所により会社更生計画案認可決定。

昭和43年７月 本店を大阪市西淀川区に移転。

昭和49年５月 大阪地方裁判所により更生手続終結決定。

昭和62年６月 定款の事業目的を変更（「不動産の賃貸」を加え、現在の事業目的のとおりに変更）

昭和62年10月賃貸倉庫を新設。

昭和63年11月大阪工場を土浦工場に集約。

平成６年５月 本店を大阪市福島区に移転。

平成７年７月 本店を東京都荒川区に移転。
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３【事業の内容】

　当社は、機械、部品、砥石の製造、販売を主にこれらに附帯する保守、サービスを行っております。

　当社の事業内容は次のとおりであります。

(1）機械製造部　　　主要製品はホーニングマシン、治具装置であります。

当社が製造・販売しております。

(2）部品製造部　　　主要製品はホーニングヘッド、マンドレルであります。

当社が製造・販売しております。

(3）砥石製造部　　　主要製品はホーニング砥石であります。

当社が製造・販売しております。

［事業系統図］

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有又は
被所有割合（％）

関係内容

（親会社）      

新日本工機㈱ 大阪市中央区 1,000
大型工作機械の製

造、販売
被所有　　82.7

当社機械製品の一

部を製造

役員の兼任等…有

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

 平成25年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

        38(1) 45.9 16.0 5,100

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む）は、年間の平

均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(2）労働組合の状況

　当社の労働組合は、ＪＡＭ富士ホーニングと称し、土浦工場に同組合本部が、また、各事業所別に支部が置かれ、平

成25年３月31日現在における組合員数は25人で上部団体の全国金属機械労働組合に加盟しております。

　なお、労使関係は安定しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当事業年度における日本の製造業の景況は、年度前半は中国内の尖閣問題による日本製品ボイコットなどにより

受注が大幅にダウンしたことと、欧州信用不安による経済の低迷と超円高で売上や利益が大幅ダウンし惨憺たる状

態でした。

　しかしながら、今年初めから安倍政権の日本経済のテコ入れ政策が功を奏し、急激な円安効果もあって国内や海外

の潜在的な設備需要が顕在化してきており受注の回復が見られます。

　このような外部環境の悪い中でも、当社は日系自動車メーカーの海外進出による需要や現代自動車からの大口受

注を果たし、受注及び利益は過去最高に迫る実績を達成しました。

　この結果、当事業年度の業績は、売上高2,113,371千円（前年同期比29.4％増）、営業利益206,273千円（同45.0％

増）、経常利益196,711千円（同45.6％増）、当期純利益67,068千円（同19.4％増）となりました。

(2）キャッシュ・フロー

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、原材料又は商品の仕入れによる支出が

1,506,206千円（同10.0％増）ありましたが、営業収入が2,265,856千円（同32.4％増）と大きく増加したことによ

り、前事業年度末に比べ218,727千円増加し、当事業年度末には534,712千円（同69.2％増）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

　営業活動の結果,得られた資金は、271,904千円（前年同期は使用した資金116,093千円）となりました。これは主

に原材料又は商品の仕入れによる支出が1,506,206千円及び法人税等の支払額が56,021千円ありましたが、営業収

入が2,265,856千円（前年同期比32.4％増）と大幅に増加したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、得られた資金は19,115千円（同80.2％減）となりました。これは主に有形固定資産の取得による

支出が16,056千円及びソフトウェアの取得による支出が3,229千円ありましたが、貸付金の回収による収入が

38,400千円あったことを反映したものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、使用した資金は59,935千円（前年同期は使用した資金59,940千円）となりました。これは主に長

期借入の返済による支出48,000千円と配当金の支払11,935千円があったことによるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当事業年度の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
第66期

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

前年同期比（％）

機械製造部（千円） 1,703,040 135.7

部品製造部（千円） 276,317 113.4

砥石製造部（千円） 31,263 85.0

合計（千円） 2,010,620 130.9

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）商品仕入実績

　当事業年度の商品仕入実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
第66期

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

前年同期比（％）

部品製造部（千円） 1,074 70.3

砥石製造部（千円） 53,289 99.5

合計（千円） 54,363 98.7

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

　当事業年度における受注状況を事業の部門別ごとに示すと次のとおりであります。

事業部門別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

機械製造部 1,800,674 91.7 1,350,462 107.8

部品製造部 318,325 101.6 148,407 120.2

砥石製造部 123,712 97.2 36,961 122.4

合計 2,242,711 93.3 1,535,830 109.2
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(4）販売実績

　当事業年度の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
第66期

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

前年同期比（％）

機械製造部（千円） 1,703,041 135.7

部品製造部（千円） 293,376 112.2

砥石製造部（千円） 116,954 99.8

合計（千円） 2,113,371 129.4

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　

２．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであ

ります。

相手先

第65期
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

第66期
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

現代自動車 215,730 13.2 385,820 18.3

現代ＷＩＡ － － 285,450 13.5

岡谷鋼機㈱ － － 244,392 11.6

㈱ナチ常磐 205,007 12.5 174,918 8.3

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３【対処すべき課題】

(1）現状の認識について

　今年度も、受注環境は比較的好調で、最近は海外へ出荷が８割を超えています。

　当社も、これらの機械のＳＶ、据え付けおよびサービスの業務が大幅に増えており、技術者の育成が急務になって

きました。

　従って、今年度は若い高校卒を２名採用しましたので、彼らを早急に一人前に育成し、設計・技術・ＳＶ対応を十

二分に間断なく行えるような諸策をしていきます。　

(2）当面の対処すべき課題の内容

　超低コスト、省エネルギー、環境改善に資する製品の開発を考えております。

(3）対処方針

　開発技術者の強化と関係会社、協力会社との共同開発と共に顧客との一層の協力関係を目指します。

(4）具体的な取組状況等

　小型ワークの重ね加工の実現、より精密な加工、制御を可能にするＣＮＣの開発に取り組んでいます。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

(1）為替相場の変動について

　　当社は、東南アジア、中国、韓国を中心とした海外市場への積極的な展開をしております。今後はさらにその比重は

高くなる傾向です。当社では、為替レートの変動による直接的なリスクを回避するため極力円建てによる販売を実

施しておりますが今後、海外の新規ユーザーとの取引においては外貨建てで行う場合もあり、為替レートの変動に

よっては、当社の財政状況及び経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

(2）輸出製品に係る入金条件について

　　　　当社では、機械装置の輸出に関して、代金回収の安全性の観点から海外ユーザーの取引銀行よりＬ／Ｃを発行しても

らい入金手続きをしております。しかし、売上代金入金の一部は機械装置据付検収完了後に行われます。据付検収が

長引けば、売上代金の入金が遅延することがあります。その場合には、当社の財政状況及び経営成績等に影響を及ぼ

す可能性があります。

(3）製造物責任について

　　　　当社の工作機械事業では、製造物責任賠償の対応として国内向け及び海外向けの製造物賠償責任保険（ＰＬ保険）に

加入しておりますが、製品の欠陥による賠償額が多額となる場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。　

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

６【研究開発活動】

　当事業年度において研究開発活動に係る特記すべき事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）重要な会計方針及び見積もり

　当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。

　この財務諸表の作成に当たりまして、売上高は顧客に対して工場から製品が出荷された時点、またはサービスが提

供された時点に計上されます。固定資産は取得価額から税法に定められた方法による償却を行い計上されます。

　売上原価は期首棚卸高に期中の製造原価及び仕入高を加え、期末の棚卸高を差し引いて計上されます。

(2）当事業年度の経営分析

　当社の主要ユーザーでありますトヨタやホンダ、スズキ等の自動車メーカー及び自動車関連メーカーからの新規

の機械の受注は未だに、国内では無いに等しいほど低迷しております。

　このような状況ですが、当社は日系自動車メーカーの海外進出による需要や現代自動車の大量受注を果たし、受注

および利益は過去最高に迫る増収・増益を果たしました。この結果、当事業年度の売上高は2,113,371千円（前年同

期比29.4％増）となりました。営業利益については、前事業年度は142,224千円でありましたが、当事業年度におい

ては機械の品質、価格、納期に於いて競合他社を凌ぐ競争力を付け、原価の削減にも積極的に取り組んだ結果、

206,273千円（同45.0％増）となりました。

①売上高

　機械製造部門は前事業年度に比べて35.7％増の1,703,041千円、部品製造部門は前事業年度に比べ12.2％増の

293,376千円、砥石製造部門は前事業年度に比べ0.2％減の116,954千円となりました。

②売上原価、販売費及び一般管理費

　売上原価は、機械製造部門の売上原価率が前事業年度比0.3％減、部品製造部門で前事業年度比0.7％増及び砥石製

造部門で前事業年度比0.8％増となり、全体の売上原価率は前事業年度比1.1％増の81.6％となっております。

　販売費及び一般管理費は、当事業年度に於いては第26回日本国際工作機械見本市JIMTOF2012が開催され、それに出

展する諸費用が8百万円掛かり、前事業年度に比べ3.7％増加し182,546千円となりました。

③営業外収益、営業外費用

　営業外収益は、前事業年度に比べ201千円減少し、6,297千円となりました。この主な内訳は受取利息4,815千円と貸

倒引当金戻入額1,267千円であります。営業外費用は、前事業年度に比べ2,236千円増加し、15,859千円となりまし

た。この主な内訳は支払利息3,503千円及び為替差損12,356千円であります。

　以上の結果、当事業年度の経常利益は196,711千円（前年同期比45.6％増）となりました。

(3）経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社を取り巻く事業環境は非常に競争が厳しく、主力商品であるホーニング盤の需要は年毎に大きく変動しがち

であります。ホーニング盤の主要需要家は自動車関連と家電のコンプレッサー業界ですが、既に設備投資の主戦場

は海外に移っており海外の景気動向に大きく影響される状況は変わりません。

(4）戦略的現状と見通し

　当社といたしましては、これらの状況を踏まえて、当社が強固な地位を占める自動車エンジン用やコンロッド用の

製品において更に拡販を目指すとともに、今後、省エネルギー、エコロジーの観点から需要の拡大が見込まれる超精

密加工用の低価格製品の開発に注力致します。

(5）キャッシュ・フローの状況

　「１　業績等の概要、(2) キャッシュ・フロー」に記載した事項を参照下さい。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度は設備投資を行っておりません。

　なお、当事業年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

２【主要な設備の状況】

　当社は、国内に１ケ所の工場を運営しております。

　また国内に２ケ所の営業所を設けております。

　以上のうち、主要な設備は、以下のとおりであります。

 平成25年３月31日現在

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（千円）

機械装置
及び車輛
運搬具
（千円）

土地
（千円）
(面積㎡)

リース資産 
（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

土浦工場

（茨城県土浦市）

ホーニングマシン

等生産設備
19,81716,183

109,153

(6,198.44)
－ 4,894150,047 32

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品であります。なお、金額には消費税等を含めておりません。　

 　　　２．上記の他、リース契約により複写機等を使用しております。

　

　

３【設備の新設、除却等の計画】

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 5,000,000

計 5,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成25年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年６月28日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,289,820 1,289,820非上場
単元株式数

1,000株 

計 1,289,820 1,289,820 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　　該当事項はありません。　　　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

昭和43年４月１日～

昭和44年３月31日
－ 1,289,820△336,309 64,491 － －

　（注）昭和43年７月23日大阪地方裁判所において認可を受けた更生計画に基づき減資したものであります。

（６）【所有者別状況】

 平成25年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 2 1 4 － － 27 34 －

所有株式数

（単元）
－ 15 7 1,073 － － 58 1,153136,820

所有株式数の

割合（％）
－ 1.30 0.61 93.06 － － 5.03 100 －
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（７）【大株主の状況】

 平成25年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

新日本工機株式会社 大阪府大阪市中央区北久宝寺町２－４－１ 1,066 82.66

株式会社みずほコーポレート

銀行
東京都千代田区丸の内１－３－３ 14 1.08

金内　　克 神奈川県中郡大磯町 10 0.77

三浦　康生 兵庫県芦屋市 7 0.58

光世証券株式会社 大阪府大阪市中央区高麗橋３－１ 7 0.56

直井　良幸 岡山県岡山市北区 5 0.40

東尾　貫司 大阪府大阪市城東区 5 0.39

東陽研磨材株式会社 東京都大田区下丸子１－17－７ 5 0.38

丸尾　久子 大阪府岸和田市 4 0.31

堀田　敬子 大阪府大阪市阿倍野区 3 0.23

計 － 1,126 87.36

 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成25年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　1,153,000 1,153 －

単元未満株式 普通株式　　136,820　　 － －

発行済株式総数 1,289,820 － －

総株主の議決権 － 1,153 －

 

②【自己株式等】

 平成25年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　該当事項はありません。

３【配当政策】

　当社の配当につきましては業績に対応した配当を行うことを基本としつつ、株主への利益還元を重要な課題のひと

つと考え、同時に企業体質の一層の強化と今後の事業展開に備えるための内部留保の充実等を勘案して決定する方針

を採っております。

　当社は、期末配当として年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　剰余金の配当の決定機関は、期末配当について株主総会であります。

　当事業年度の配当につきましては、企業体質の改善をみることが出来つつあり、１株につき10円にしております。こ

の結果、当事業年度の配当性向は19.2％となりました。　

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

（円）

平成25年６月27日

定時株主総会決議
12,898 10

　

４【株価の推移】

　当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。
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５【役員の状況】
役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数

取締役社長

(代表取締役)
 山口　久一 昭和14年２月12日生

昭和37年４月新日本工機㈱入社

平成５年６月 同社代表取締役社長就任（現

任）

平成９年８月 大和製罐㈱代表取締役社長就任

（現任）

平成14年６月当社代表取締役社長就任（現

任）

(注)１ －

取締役副社長  秋本　靖彦 昭和18年４月３日生

昭和42年３月新日本工機㈱入社

昭和63年８月新日本工機㈱技術部次長

平成７年８月 日新工機㈱取締役就任

平成16年６月当社取締役業務部長就任

平成17年６月当社取締役副社長（現任）

(注)１ －

取締役  山口　元造 昭和21年11月14日生

昭和46年３月新日本工機㈱入社

平成５年６月 新日本工機㈱取締役就任

平成９年６月 新日本工機㈱常務取締役就任

平成14年６月当社取締役就任（現任）

平成17年６月新日本工機㈱専務取締役就任

平成21年６月新日本工機㈱取締役副社長就任

 （現任）

(注)１ －

取締役 技術営業部長 山田　博 昭和24年５月10日生

昭和44年９月当社入社

平成５年６月 機械製造部長

平成11年６月技術サービス部長

平成12年６月取締役就任（現任）技術サービ

ス部長

平成13年６月技術営業部長（現任）

(注)１ －

取締役 土浦工場長 椎名　和夫 昭和27年５月６日生

昭和51年６月当社入社

平成５年７月 技術部長

平成９年７月 機械製造部長

平成19年７月土浦工場長

平成23年６月取締役就任　土浦工場長（現任）

(注)１ －

取締役  矢野　彰一 昭和30年９月８日生

昭和56年３月新日本工機㈱入社

平成20年７月新日本工機㈱販売業務部長

平成23年６月新日本工機㈱販売業務部長兼東

京支社長（現任）

平成24年６月当社取締役就任（現任）

(注)１ －

取締役  藤田　光治 昭和31年２月28日生

昭和54年３月新日本工機㈱入社

平成19年７月新日本工機㈱生産本部岬工場長

平成25年６月当社取締役就任（現任）

(注)１ －

監査役  黒田多加良 昭和31年４月23日生

昭和54年３月新日本工機㈱入社

平成11年１月

平成21年11月

新日本工機㈱経理課長

新日本工機㈱管理部長（現任）

　
平成24年６月当社監査役就任（現任）

(注)２ －

    計  －

（注）１．平成25年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

　　　２．平成24年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　　　３．取締役山口　元造は、取締役社長山口　久一の弟であります。 
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、健全で透明性が高く、経営環境の変化に迅速かつ的確

に対応できる経営体制の確立を重要な経営課題と考え、コンプライアンスについても、全社員が認識し、実践すること

が重要であると考えております。

①　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

イ．会社の機関の基本説明

取締役　７名、　監査役　１名

ロ．会社機関の内容及び内部統制システム整備の状況

　当社の内部統制システムといたしましては８月を除き毎月１回の取締役会に加え、毎月１回管理職会を開催し

ております。さらに必要に応じ、担当部門と取締役会の会議を持っております。

ハ．内部監査及び監査役監査の状況

　当社は組織上内部監査部を設置して居りませんが本社業務部の経理課長が定期的に工場・営業所を廻り、内部

監査の職務を実施しております。監査役監査は中間期末及び年度末に実施しております。又、会計監査人、監査役

及び内部監査の任を負う経理課長との相互連携の状況については、経理課長が実施した内部監査の結果を常に監

査役に報告しており、更に必要あるときは監査役監査に経理課長が同席して、内部監査の実行を期しております。

会計監査人と監査役及び経理課長は適宜、情報交換の場を設けて連携を深めております。

ニ．会計監査の状況

当社の会計監査人につきましては、東邦監査法人と監査契約を結び公正な立場から監査が実施される状況を

整備しております。

業務を執行した公認会計士の氏名

公認会計士の氏名 所属する監査法人名

指定社員

業務執行社員

齋藤　義文
東邦監査法人

伊藤　　満

（注）継続監査年数につきましては、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

監査業務に係る補助者の構成　：　公認会計士　１名、　その他の補助者　１名

ホ．社外取締役及び社外監査役との関係

　該当事項はありません。

②　リスク管理体制の整備の状況

　当社のリスク管理体制は事業等のリスクについては債権限度管理を徹底しております。海外派遣社員については、

各国大使館、公使館、外務省と密接な連絡をとり、安全の確保に努めております。

③　役員報酬の内容

　当事業年度における当社の取締役に対する役員報酬は以下のとおりであります。

役員報酬：   

取締役に支払った報酬　　12,449千円   

④　取締役の定数

　当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

⑤　取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。なお、取締役の選任決議は累積投票によらない

ものとする旨定款に定めております。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度
監査証明業務に基づく報酬

（千円）
非監査業務に基づく報酬

（千円）
監査証明業務に基づく報酬

（千円）
非監査業務に基づく報酬

（千円）

2,600 － 2,600 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前事業年度）　

　該当事項はありません。

（当事業年度）

　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前事業年度）　

該当事項はありません。　

（当事業年度）　

該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては会社の規模、業務内容、監査日数等を考慮し

て決定しております。　
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づいて

作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（平成24年４月１日から平成25年３月31日ま

で）の財務諸表について、東邦監査法人により監査を受けております。

　

３．連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。　　
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１【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 315,985 534,712

受取手形 ※2
 96,562

※2
 49,798

売掛金 386,074 312,862

商品及び製品 22,497 22,459

原材料 25,646 26,110

仕掛品 184,584 207,072

前渡金 ※1
 165,600 －

未収入金 ※1
 23,655 －

未収消費税等 13,841 26,797

その他 723 2,236

貸倒引当金 △3,854 △2,894

流動資産合計 1,231,313 1,179,152

固定資産

有形固定資産

建物 169,641 169,641

減価償却累計額 △151,405 △153,046

建物（純額） 18,236 16,595

建物附属設備 54,087 54,087

減価償却累計額 △52,274 △52,645

建物附属設備（純額） 1,813 1,442

構築物 28,844 28,844

減価償却累計額 △26,746 △27,064

構築物（純額） 2,098 1,780

機械及び装置 237,370 219,209

減価償却累計額 △228,953 △203,347

機械及び装置（純額） 8,417 15,862

車両運搬具 12,395 12,395

減価償却累計額 △11,992 △12,074

車両運搬具（純額） 403 321

工具、器具及び備品 112,234 111,627

減価償却累計額 △111,018 △106,583

工具、器具及び備品（純額） 1,216 5,044

土地 109,153 109,153

有形固定資産合計 141,336 150,197

無形固定資産

電話加入権 1,287 1,287

ソフトウエア 1,225 2,455

無形固定資産合計 2,512 3,742
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(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

投資その他の資産

出資金 3,800 3,800

敷金 2,898 2,687

差入保証金 50 50

長期貸付金 132,800 94,400

貸倒引当金 △1,062 △755

投資その他の資産合計 138,486 100,182

固定資産合計 282,334 254,121

資産合計 1,513,647 1,433,273

負債の部

流動負債

支払手形 ※1, ※2
 312,893

※1, ※2
 190,944

買掛金 ※1
 114,489

※1
 87,028

短期借入金 ※3
 15,000

※3
 15,000

1年内返済予定の長期借入金 48,000 48,000

未払費用 22,674 76,798

預り金 1,591 1,805

前受金 6,500 15,141

賞与引当金 10,732 15,372

未払法人税等 34,389 23,011

その他 2,425 3,250

流動負債合計 568,693 476,349

固定負債

長期借入金 118,000 70,000

退職給付引当金 67,817 71,905

役員退職慰労引当金 11,605 13,317

固定負債合計 197,422 155,222

負債合計 766,115 631,571

純資産の部

株主資本

資本金 64,491 64,491

利益剰余金

利益準備金 10,400 11,700

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 672,641 725,511

利益剰余金合計 683,041 737,211

株主資本合計 747,532 801,702

純資産合計 747,532 801,702

負債純資産合計 1,513,647 1,433,273
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

売上高 1,633,735 2,113,371

売上原価

商品及び製品期首たな卸高 19,315 22,497

当期製品製造原価 ※3, ※4
 1,249,553

※3, ※4
 1,655,881

当期商品及び製品仕入高 69,126 68,644

合計 1,337,994 1,747,022

他勘定振替高 ※1
 62

※1
 11

商品及び製品期末たな卸高 22,497 22,459

売上原価合計 1,315,435 1,724,552

売上総利益 318,300 388,819

販売費及び一般管理費 ※2
 176,076

※2
 182,546

営業利益 142,224 206,273

営業外収益

受取利息 5,479 4,815

貸倒引当金戻入額 708 1,267

雑収入 311 215

営業外収益合計 6,498 6,297

営業外費用

支払利息 4,928 3,503

手形売却損 264 －

為替差損 7,752 12,356

雑損失 679 －

営業外費用合計 13,623 15,859

経常利益 135,099 196,711

特別利益

固定資産売却益 ※5
 7,251 －

特別利益合計 7,251 －

特別損失

固定資産除却損 79 －

ゴルフ会員権評価損 2,200 －

災害による損失 34,500 85,000

特別損失合計 36,779 85,000

税引前当期純利益 105,571 111,711

法人税、住民税及び事業税 49,379 44,643

当期純利益 56,192 67,068
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  390,52329.2 411,17824.3

Ⅱ　労務費  205,57415.4 217,27212.9

Ⅲ　経費 ※１ 739,82455.4 1,060,57262.8

当期総製造費用  1,335,921100.0 1,689,022100.0

期首仕掛品たな卸高  102,546 184,584 

合計  1,438,467 1,873,606 

期末仕掛品たな卸高  184,584 207,072 

他勘定振替高 ※２ 4,330 10,653 

当期製品製造原価  1,249,553 1,655,881 

  　原価計算の方法 　原価計算の方法

  　原価計算の方法は、機械については、

個別原価計算により、砥石については

総合原価計算であり、期中は予定原価

を用い、原価差額は期末において製

品、仕掛品、売上原価に配賦しており

ます。

　原価計算の方法は、機械については、

個別原価計算により、砥石については

総合原価計算であり、期中は予定原価

を用い、原価差額は期末において製

品、仕掛品、売上原価に配賦しており

ます。

　（注）※１．主な内訳は次のとおりであります。

項目 前事業年度 当事業年度

外注加工費（千円） 658,262 967,259

旅費交通費（千円） 27,211 30,928

減価償却費（千円） 9,666 7,256

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

項目 前事業年度 当事業年度

機械装置（千円） － 10,448

見本市費用（千円） － 205

研究開発費（千円） 4,330 －

合計（千円） 4,330 10,653
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 64,491 64,491

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 64,491 64,491

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 9,100 10,400

当期変動額

利益準備金の積立 1,300 1,300

当期変動額合計 1,300 1,300

当期末残高 10,400 11,700

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 630,647 672,641

当期変動額

利益準備金の積立 △1,300 △1,300

剰余金の配当 △12,898 △12,898

当期純利益 56,192 67,068

当期変動額合計 41,994 52,870

当期末残高 672,641 725,511

利益剰余金合計

当期首残高 639,747 683,041

当期変動額

利益準備金の積立 － －

剰余金の配当 △12,898 △12,898

当期純利益 56,192 67,068

当期変動額合計 43,294 54,170

当期末残高 683,041 737,211

株主資本合計

当期首残高 704,238 747,532

当期変動額

剰余金の配当 △12,898 △12,898

当期純利益 56,192 67,068

当期変動額合計 43,294 54,170

当期末残高 747,532 801,702
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

純資産合計

当期首残高 704,238 747,532

当期変動額

剰余金の配当 △12,898 △12,898

当期純利益 56,192 67,068

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 43,294 54,170

当期末残高 747,532 801,702
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

営業収入 1,710,778 2,265,856

原材料又は商品の仕入れによる支出 △1,370,020 △1,506,206

人件費の支出 △281,929 △279,714

その他の営業支出 △148,400 △153,324

小計 △89,571 326,612

利息及び配当金の受取額 5,479 4,816

利息の支払額 △4,928 △3,503

法人税等の支払額 △27,073 △56,021

営業活動によるキャッシュ・フロー △116,093 271,904

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 － △16,056

有形固定資産の売却による収入 8,285 －

ソフトウエアの取得による支出 － △3,229

貸付金の回収による収入 38,400 38,400

定期預金の払戻による収入 50,000 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 96,685 19,115

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △48,000 △48,000

配当金の支払額 △11,940 △11,935

財務活動によるキャッシュ・フロー △59,940 △59,935

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4,832 △12,356

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △84,180 218,727

現金及び現金同等物の期首残高 400,165 315,985

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 315,985

※
 534,712
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しており

ます。

原材料　　－原価法（先入先出法）

仕掛品　　－原価法（機械－個別原価法）

（砥石－総平均原価法）

商品・製品－原価法（機械－個別原価法）

（砥石－総平均原価法）

　　

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）を採用して

おります。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 10～35年

機械装置 ４～９年

　

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3）リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。ただし、個々のリース資産に

重要性が乏しいと認められる場合は、オペレーティング・リース取引の会計処理に準じて、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を採用しております。

　

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により計上しております。貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上することにしておりま

すが、当事業年度末は該当事項はありません。

(2）賞与引当金

　従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため当事業年度末における退職給付債務及び中小企業退職金共済制度の退職金試

算額に基づき計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規定に基づく期末要支給額を計上しております。

　

４．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ケ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

　

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の処理方法

　 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）

（減価償却方法の変更）

　当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　なお、この変更による当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

　

　

（貸借対照表関係）

※１　関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

流動資産   

前渡金 165,600千円 －千円

未収入金　 23,655 －

流動負債   

支払手形 176,406千円 68,218千円

買掛金　 28,340 11,461

　

※２　期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、当期の末日は金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われたものとし

て処理しております。期末日満期手形の金額は、次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

受取手形 4,491千円 2,277千円

支払手形 21,477 9,636

　

※３　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と貸出コミットメント契約を締結しております。これ　　

らの契約に基づく事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの

総額
100,000千円 100,000千円

借入実行残高 15,000 15,000

差引額 85,000 85,000
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（損益計算書関係）

※１　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

材料への振替高 62千円 　 －千円

その他 － 　 11

計 62 　 11

　

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度34％、当事業年度34％、一般管理費に属する費用のおおよその

割合は前事業年度66％、当事業年度66％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

販売手数料　 56,734千円 56,140千円

運賃荷造費　 2,761 2,508

賃金給料及び諸手当　 37,769 36,264

役員報酬　 12,219 12,449

賞与引当金繰入額　 9,488 10,914

法定福利費　 9,715 9,833

賃借料　 6,396 6,349

旅費交通費　 14,694 12,817

支払手数料　 7,059 6,432

通信費　 2,683 2,723

　

※３　当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

4,330千円 －千円

　

※４　当期製造費用に含まれる関係会社との取引による外注加工費の総額

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

396,473千円 967,259千円

　

※５　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）　

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）　

機械及び装置　 7,251千円 －千円

計 7,251 －
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 1,289,820 － － 1,289,820

合計 1,289,820 － － 1,289,820

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。　

３．配当に関する事項

 （１）配当金支払額

　

　

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資 

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月28日

定時株主総会
普通株式 12,898利益剰余金 10 平成23年３月31日平成23年６月29日

 （２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　

　

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資 

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 12,898利益剰余金 10 平成24年３月31日平成24年６月29日
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当事業年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 1,289,820 － － 1,289,820

合計 1,289,820 － － 1,289,820

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。　

３．配当に関する事項

 （１）配当金支払額

　

　

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資 

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 12,898利益剰余金 10 平成24年３月31日平成24年６月29日

 （２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　

　

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資 

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 12,898利益剰余金 10 平成25年３月31日平成25年６月28日

　

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

現金及び預金勘定 315,985千円 534,712千円

預入期間が３か月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 315,985 534,712
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（リース取引関係）
  

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス取引については、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理を引続き採用しております。これら取引については以下のとおりです。

　
(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　 （単位：千円）

　
前事業年度（平成24年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額
工具、器具及び備品 750 662 88
その他 － － －

合計 750 662 88
　
　 （単位：千円）

　
当事業年度（平成25年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額
工具、器具及び備品 750 750 －
その他 － － －

合計 750 750 －
（注）  取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。
　

(2）未経過リース料期末残高相当額等
　 （単位：千円）

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）
未経過リース料期末残高相当額 　 　
１年内 88 －
１年超 － －

合計 88 －
（注）  未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。
　

(3）支払リース料及び減価償却費相当額
　 （単位：千円）

　
前事業年度

（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当事業年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

支払リース料 150 88
減価償却費相当額 150 88
　

(4）減価償却費相当額の算定方法
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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（金融商品関係）

前事業年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項　

(1)金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金

を銀行借入により資金を調達しております。

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金に関する顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を

図っております。また、関係会社に対し貸付を行っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが５ヶ月以内の支払期日であります。

　借入金の使途は運転資金及び関係会社に対する長期貸付金であります。　　

　

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成24年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。　

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円） 　

(1）現金及び預金 315,985 315,985 － 　

(2）受取手形 96,562 96,562 － 　

(3）売掛金 386,074 386,074 － 　

(4）長期貸付金 132,800 132,800 － 　

　資産計 931,421 931,421 － 　

(1）支払手形 312,893 312,893 － 　

(2）買掛金 114,489 114,489 － 　

(3）未払法人税等 34,389 34,389 － 　

(4）短期借入金 15,000 15,000 － 　

(5）１年内返済予定の長期借入金 48,000 50,867 2,867　

(6）長期借入金 118,000 117,647 △353　

　負債計 642,771 645,285 2,514　

 デリバティブ取引(*1) － － － 　

(*1)当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 （注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

 資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形、(3）売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(4）長期貸付金

　この時価については、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しております。　

　

　負　債

(1)支払手形、(2)買掛金、(3)未払法人税等、(4)短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(5)1年内返済予定の長期借入金、(6)長期借入金

　これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しております。　
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２．金銭債権の決算日後の償還予定額

 
１年以内　
  (千円） 

１年超
５年以内　
 (千円）

５年超
10年以内
 (千円）　

10年超　
 (千円）

現金及び預金 315,985 － － －

受取手形 96,562 － － －

売掛金 386,074 － － －

長期貸付金 38,400 56,000 － －

合計 837,021 56,000 － －

　

　　　３．長期借入金の決算日後の返済予定額

前事業年度（平成24年３月31日）

　
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 15,000 － － － － －

長期借入金 48,000 48,000 48,000 22,000 － －

合計 63,000 48,000 48,000 22,000 － －
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当事業年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項　

(1)金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金

を銀行借入により資金を調達しております。

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金に関する顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を

図っております。また、関係会社に対し貸付を行っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが５ヶ月以内の支払期日であります。

　借入金の使途は運転資金及び関係会社に対する長期貸付金であります。　　

　

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成25年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。　

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円） 　

(1）現金及び預金 534,712 534,712 － 　

(2）受取手形 49,798 49,798 － 　

(3）売掛金 312,862 312,862 － 　

(4）長期貸付金 94,400 94,400 － 　

　資産計 991,772 991,772 － 　

(1）支払手形 190,944 190,944 － 　

(2）買掛金 87,028 87,028 － 　

(3）未払法人税等 23,011 23,011 － 　

(4）短期借入金 15,000 15,000 － 　

(5）１年内返済予定の長期借入金 48,000 49,893 1,893　

(6）長期借入金 70,000 69,855 △145　

　負債計 433,983 435,731 1,748　

 デリバティブ取引(*1) － － － 　

(*1)当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 （注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

 資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形、(3）売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(4）長期貸付金

　この時価については、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しております。　

　

　負　債

(1)支払手形、(2)買掛金、(3)未払法人税等、(4)短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(5)1年内返済予定の長期借入金、(6)長期借入金

　これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しております。　
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２．金銭債権の決算日後の償還予定額

 
１年以内　
  (千円） 

１年超
５年以内　
 (千円）

５年超
10年以内
 (千円）　

10年超　
 (千円）

現金及び預金 534,712 － － －

受取手形 49,798 － － －

売掛金 312,862 － － －

合計 897,372 － － －

　

　　　３．長期借入金の決算日後の返済予定額

当事業年度（平成25年３月31日）

　
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 15,000 － － － － －

長期借入金 48,000 48,000 22,000 － － －

合計　 63,000 48,000 22,000 － － －
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（有価証券関係）

前事業年度（平成24年３月31日現在）

有価証券

　該当事項はありません。

　

当事業年度（平成25年３月31日現在）

有価証券

　該当事項はありません。

　

（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

当事業年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、退職一時金制度と中小企業退職金共済制度を併用しております。

　

２．退職給付債務及びその内訳

 
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

(1）退職給付債務（千円） △101,128 △109,941

(2）年金資産（千円） 33,311 38,036

(3）未積立退職給付債務（1)＋(2)（千円） △67,817 △71,905

(4）会計基準変更時差異の未処理額（千円） － －

(5）未認識数理計算上の差異（千円） － －

(6）未認識過去勤務債務（債務の減額）

（千円）
－ －

(7）貸借対照表計上額純額（3)＋(4)＋(5)＋

(6)（千円）
△67,817 △71,905

(8）前払年金費用（千円） － －

(9）退職給付引当金（7)－(8)（千円） △67,817 △71,905

　（編注）　「退職給付債務－年金資産（前払年金費用を控除後）±未認識過去勤務債務±未認識数理計算上の差異±会

計基準変更時差異の未処理残高＝退職給付引当金」となります。

３．退職給付費用の内訳

 
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

退職給付費用（千円） 18,954 8,408

(1）勤務費用（千円） 18,954 8,408

(2）利息費用（千円） － －

(3）期待運用収益（減算）（千円） － －

(4）会計処理基準変更時差異の費用処理額

（千円）
－ －

(5）数理計算上の差異の費用処理額（千円） － －

　（編注）　「退職給付費用＝勤務費用＋利息費用－期待運用収益＋過去勤務債務の費用処理額＋数理計算上の差異の費

用処理額＋会計処理基準変更時差異の費用処理額＋臨時に支払った割増退職金」となります。
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

(2）割引率（％） － －

(3）期待運用収益率（％） － －

(4）過去勤務債務の処理年数 － －

(5）数理計算上の差異の処理年数（年） － －

(6）会計基準変更時差異の処理年数（年） － －

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

（税効果会計関係）

　前事業年度及び当事業年度については、課税所得の十分性等の分析により、繰延税金資産の回収可能性がないと判

断されるので、税効果会計の適用を取り止めました。参考迄に税効果会計を適用したとしたら以下の繰延税金資産

及び繰延税金負債が算出されます。

（参考）

 
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  

繰延税金資産

賞与引当金否認

未払事業税否認

退職給付引当金否認

役員退職慰労引当金否認

ゴルフ会員権評価損否認

減価償却超過額否認

繰延税金資産合計

     

4,232千円

1,615 

25,167 

4,306 

19,753 

85 

55,158 

     

6,020千円

2,183 

26,490 

4,906 

19,610 

73 

59,282 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  

法定実効税率

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目

住民税均等割等

法人税等調整額

その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

　法定実効税率と税効果会計適

用後の法人税等の負担率との

間の差異が法定実効税率の100

分の５以下であるため注記を

省略しております。　

　法定実効税率と税効果会計適

用後の法人税等の負担率との

間の差異が法定実効税率の100

分の５以下であるため注記を

省略しております。　

（資産除去債務関係）

　該当事項はありません。　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前事業年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日）

当社は、ホーニング事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。　

　　

Ⅱ　当事業年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日）

当社は、ホーニング事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。　
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【関連情報】

前事業年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。　　

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：千円）　

日本　 アジア　 中国　 合計　

894,112 563,377 176,246 1,633,735

　　

　

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。　　　　　　　　　

　

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）　

顧客の氏名又は名称　 売上高　 関連するセグメント名　

現代自動車　 215,730ホーニング事業　

㈱ナチ常磐　 205,007ホーニング事業　

起亜自動車　 187,880ホーニング事業　

　　

当事業年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。　　

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：千円）　

日本　 アジア　 中国　 合計　

1,040,114 660,502 412,755 2,113,371

　　

　

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。　　　　　　　　　

　

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）　

顧客の氏名又は名称　 売上高　 関連するセグメント名　

現代自動車　 385,820ホーニング事業　

現代ＷＩＡ　 285,450ホーニング事業　

岡谷鋼機㈱　 244,392ホーニング事業　
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日）

　該当事項はありません。

　　

当事業年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日）

　該当事項はありません。

　　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日）

　該当事項はありません。　

　　

当事業年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日）

　該当事項はありません。　

　　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日）

　該当事項はありません。　

　　

当事業年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日）

　該当事項はありません。　
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【関連当事者情報】

前事業年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

１．関連当事者との取引

（ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等　

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

 
関連当事者と
の関係
 

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

　
　

親会社
新日本工

機㈱

大阪市中

央区
1,000

大型工作

機械の製

造・販売

（被所有）

直接

82.7

当社製品の製

作

役員の兼任　

機械の加工、

組立
396,472

支払手形

及び買掛

金

204,747　

技術的応援、

部品の供与
246,535

前渡金　 165,600　
未収入金

　
23,655　

　（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

当社製品の製作については、一般の取引条件と同様に決定しております。

　（イ）財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　　　当社は子会社及び関連会社等がないため、該当事項はありません。

（ウ）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

同一の親

会社を持

つ会社

㈱シー・エ

ス・シー

東京都千代田

区
88卸売業 － 資金援助 資金の回収 38,400長期貸付金 132,800

　（エ）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

　　　該当事項はありません。

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　(1) 親会社情報　

　　　新日本工機㈱　同社の発行する有価証券は金融商品取引所には上場されておりません。 

　(2) 重要な関連会社の要約財務情報

　　　当社は関連会社がないため、該当事項はありません。 
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当事業年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

１．関連当事者との取引

（ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等　

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

 
関連当事者と
の関係
 

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

　
　

親会社
新日本工

機㈱

大阪市中

央区
1,000

大型工作

機械の製

造・販売

（被所有）

直接

82.7

当社製品の製

作

役員の兼任　

機械の加工、

組立
742,166

支払手形

及び買掛

金

79,678　

　（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

当社製品の製作については、一般の取引条件と同様に決定しております。

　（イ）財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　　　当社は子会社及び関連会社等がないため、該当事項はありません。

（ウ）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

同一の親

会社を持

つ会社

㈱シー・エ

ス・シー

東京都千代田

区
88卸売業 － 資金援助 資金の回収 38,400長期貸付金 94,400

　（エ）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

　　　該当事項はありません。

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　(1) 親会社情報　

　　　新日本工機㈱　同社の発行する有価証券は金融商品取引所には上場されておりません。 

　(2) 重要な関連会社の要約財務情報

　　　当社は関連会社がないため、該当事項はありません。 
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

１株当たり純資産額       579.56円

１株当たり当期純利益金額      43.57円

１株当たり純資産額       621.56円

１株当たり当期純利益金額      52.00円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当期純利益（千円） 56,192 67,068

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 56,192 67,068

期中平均株式数（千株） 1,289 1,289

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 169,641 － － 169,641153,046 1,641 16,595

建物附属設備 54,087 － － 54,087 52,645 371 1,442

構築物 28,844 － － 28,844 27,064 318 1,780

機械及び装置 237,370 10,448 28,609 219,209203,347 2,568 15,862

車両運搬具 12,395 － － 12,395 12,074 81 321

工具、器具及び備品 112,234 5,608 6,215 111,627106,583 1,673 5,044

土地 109,153 － － 109,153 － － 109,153

有形固定資産計 723,724 16,056 34,824 704,956554,759 6,652 150,197

無形固定資産        

電話加入権 － － － 1,287 － － 1,287

ソフトウエア － － － 5,650 3,195 845 2,455

無形固定資産計 － － － 6,937 3,195 845 3,742

長期前払費用 － － － － － － －

繰延資産 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　（注）１．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

機械及び装置 減少額（千円） 土浦工場 28,609

２．無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。

　

【社債明細表】

　該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 15,000 15,000 1.70 －

１年以内に返済予定の長期借入金 48,000 48,000 2.26 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 118,000 70,000 2.26平成26年～27年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他有利子負債 － － － －

合計 181,000 133,000 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　　　２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりであり

ます。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 48,000 22,000 － －

　

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 4,916 － － 1,267 3,649

賞与引当金 10,732 54,321 49,681 － 15,372

役員退職慰労引当金 11,605 1,712 － － 13,317

 （注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替額（960千円）及び回収による取崩額（307千円）であります。　

　

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。　
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 1,919

預金  

当座預金 524,258

普通預金 8,535

小計 532,793

合計 534,712

ロ．受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱ナチ常磐 25,368

三立興産㈱ 4,717

㈱山善 3,935

日鉄住金関西工業㈱ 2,990

浜松貿易㈱ 1,612

その他 11,176

合計 49,798

期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成25年４月 31,737

５月 7,799

６月 4,328

７月 5,026

８月 908

９月以降 －

合計 49,798
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ハ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

日野トレーディング㈱ 101,900

現代自動車㈱インド 33,314

起亜自動車㈱ 32,113

進和㈱ 18,725

瀋陽華晨汽車集団控股有限公司 10,000

現代自動車㈱ 9,875

その他 106,935

合計 312,862

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

×100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

386,074 2,165,2372,238,449 312,862 87.7 59

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

ニ．商品及び製品

品目 金額（千円）

商品  

ホーニング砥石 694

ポリベルト・ホーニングオイル 11

小計 705

製品  

ホーニング手動盤 8,561

ホーニング砥石 1,912

マンドレルＳＳ・ＨＳ 11,281

小計 21,754

合計 22,459

ホ．原材料

品目 金額（千円）

砥石砥粒・ラック類 256

ＣＮＣ・アダプター他 25,854

合計 26,110
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ヘ．仕掛品

品目 金額（千円）

ホーニングマシン（自動盤） 177,619

ホーニング砥石 3,877

ホーニングヘッド 25,576

合計 207,072

ト.長期貸付金

区分 金額（千円）

㈱シー・エス・シー 94,400

合計 94,400

②　流動負債

イ．支払手形

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

新日本工機㈱ 68,218

㈱ヤナカ 32,924

㈱アトライズイナケン 19,796

山藤鉄工㈱ 12,601

藤井産業㈱ 12,028

その他 45,377

合計 190,944

期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成25年４月 37,588

５月 45,412

６月 23,422

７月 83,101

８月 1,421

９月以降 ー

合計 190,944
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ロ．買掛金

相手先 金額（千円）

新日本工機㈱ 11,460

㈱ヤナカ 8,976

山藤鉄工㈱ 5,980

ニイガタ機電㈱ 4,749

㈱トーア 3,912

その他 51,951

合計 87,028

　

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

株券の種類 1,000株券及び1,000株未満の株式数を表示した株券

剰余金の配当の基準日 ３月３１日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都荒川区東日暮里五丁目52番６号

富士ホーニング工業株式会社　業務部

株主名簿管理人 なし

取次所 なし

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都荒川区東日暮里五丁目52番６号

富士ホーニング工業株式会社　業務部

株主名簿管理人 該当なし

取次所 該当なし

買取手数料 該当なし

公告掲載方法 官報

株主に対する特典 該当事項はありません

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得を請求

する権利並びに株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の

権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は上場会社ではありませんので、金融商品取引法第24条の７第１項の適用がありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第65期）（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）平成24年６月29日関東財務局長に提出

(2）半期報告書

　（第66期中）（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）平成24年12月26日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成25年６月20日 

富士ホーニング工業株式会社    

 取締役会　御中  

 東　邦　監　査　法　人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 齋藤　義文　　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 伊藤　　満　　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る富士ホーニング工業株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第66期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細

表について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸

表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、富士ホーニ

ング工業株式会社の平成25年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

　２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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